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研究ノート
競争均衡解とコア
神 保 郎
ミクロの理論で重要なものの1つとして一般均衡理論があり，そこでは，あるものが原
因となって，ある結果を生み出すのではなくて，色々なものが相互に原因となり結果とな
って価格の決定へと導かれるのである。その場合，市湯の条件として完全競争が想定され
ている。完全競争とは次の4つの条件の下に成立するものと考えられる。第1は経済主
体，すなわち生産主体および消費主体が多数存在して，個々の主体は大海の中の1滴の水
に過ぎず，その価格への影響は無視しうるものと考えられている。経済主体は価格を与え
られたものとしてその行動を決定し，自らからの力によっては決して動かし得ないものと
考える。そのような経済主体の価格に対する態度が完全競争の1つの条件である。第2番
目の仮定は生産者も消費者も現行価格に関して完全情報を持っていると言うことであっ
て，それぞれが追求する利潤および効用の最大化を求めて，あらゆる可能性をその価格を
基礎にして利用しうるのである。第3の条件は取引される商品がそれぞれ同質と言う事で
あり，第4は市場へ新しく参入したり退出したりするのが自由と言うことである。さて，
以上の条件の下に市場均衡が成立するのであり，そこで求められる競争均衡解が一義的に
成立することが証明されるのが一般均衡理論の議論である。このような完全競争の仮定に
あってはさらにその奥に重要な仮定が隠されている。それは経済の均衡解がコアの部分集
合として求められることである。コアとは経済主体が如何なる結託を行っても，もはや何
らの追加的な利得を得られないような状態を指している。また逆にコアの条件が成立しな
い場合には経済主体は結託することによって何らかの利得が得られるので，個々の主体は
もはや独立した多数の中の1人ではあり得ず，多数の経済主体が存在するにも拘らず，完
全競争の第1の条件は成立しないことになる。現実の世界には，このような例は数多く見
出されるのであるが，ここで特に注意しておきたいことは，コアが成立しない場合は与え
られた資源の配分に関して， open marketでの価格を軸とした交換を目標とするよりは
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結託内の主体間で相互の利益を考えつつ交換を行った場合のほうが利得が増加するのであ
る。ここで得る利得はカルテル， トラストは言うにおよばず，労働組合，生活協同組合な
どのような，独占的競争の結果として得る利得とは決して同質のものでないのである。以
下では，このコアの条件と均衡解との関係について考察を加えて見たいと思う。そのため
には，われわわは理論の一番基礎となる順序の概念から考察を加えていくことにしよう。
1. 順序
消費主体が決定を行う財貨およびサービスの種類力~n 個あるものとしょう。そうすれば
消費可能な財貨およびサービスは”次元ベクトルで示しうる。このような”次元ユークリ
ッド空間の消費可能ベクトルの集合を Xで示すこととしょう。消費主体は財貨の選択を
行う場合．最低生活をも保証し得ないほどの消費量は考察の対象にする必要はない。した
がってXは下に有界であり，ある正の数が下限となる。厄を”次元空間の非負象限とす
れば
Xe厄
となる。消費主体によって選ばれる2つの消費集合の点を :x,yEXとしょう。 これらの
財貨ベクトル :x,リに対して主体は X をリよりも選好するか，リを X よりも選好する
か，あるいはエと Uとが全く同等の選好水準を持ち，どちらを選好するか決められない
場合とが存在する。これをそれぞれx>-u,u>-:x, :x~yで示す。 X をUよりも選好す
るか無差別の場合を工;:;yで，またリを工よりも選好するか無差別の場合を y;:;xで
示すこととする。
定義 1 
集合 Xの要素 x,y, zが次の関係を満足する時， Xは順序集合と呼ばれる。
1. x:$xが成立する。
2. x:$リであって，かつ x~y であれば x=y である。
3. x:$yであって，かつ Uさzであれば xさzである。
4. 任意の x,yEXに対して x:5yか， y:$xかのどちらかが成立する。
5. Zが Xの非空の部分集合であるとしょう。そうすれば， どの XEZに対しても
x:$yとなるような Uが Zの中に必ず存在するのが保証される。
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条件1, 2, 3を満足するl厠字は半)I厠芋 (semi-orderingあるいは partialordering) 
と， 1,2, 3, 4を満足するJI即芋を全l卿字 (totalordering)あるいは線型順序 (linear
ordering) と呼ぶ。 1および3を満足すれば準順序 (preordering) あるいは擬l厠芋
(quasi-ordering)である。 1から5までのすべての条件を満足すれば十分l詢字 (well-
ordering) と呼ばれている。 さて経済学で登場するJi厠芋としてどれが考えうるであろう
か。図1では Iは無差別曲線であり， Xの上に定義された x~gとなる点リの軌跡であ
り，普通，擬凹関数 (quasiconcavefunction) になるものと考えられている。 ここで
擬凹関数と言うのは x,gEXであり，炸三〔o,1〕である場合 U〔ix+(l-j)g〕Lmax 
〔u(x),u(g)〕となるものである。もし U が選好指標（効用）関数であるとすればこの点
は無理なく理解しうるであろう。 さて図 1 において x~x となるので当然第 1 の条件は
X2 
ー
x~ 
0 X1 Xi 
図1
満足している。しかるに同じ無差別曲線上の2点エと Uに対して， X5Y,Y5Xは成立
するが x~y となる。したがって条件 2 は成立しない。われわれは選好関係とが無矛盾で
あることを主張するために第3の条件を認めなければならない。例えば図2に示された関
係が財ベクトルの間にあり，矢印は選好関係を示したものであるとしょう。 この場合．
x>-u, u>-z, z>-xとなるので，推移的ではなく，その選好には矛盾がある。したがって
消費集合は第3の条件を満足していなければならない。次に財貨の分割可能性を仮定し，
選好が連続であるとしょう。
33 
348 賜西大學「経済論集』第26巻第3号
?
I¥ 
y > z 
図2
定義 2 
Xに所属するすべての 11 に関して {xlx~u} か {xlx:$11} が閉集合であれば，選好と
は連続である。
消費集合Xは有界であり，また閉であるからコンパクトである。定義1の条件1, 3, 
4および定義2の連続性を満足する関係は選好関係と名付けられている。今後，簡単のた
めにとで x~y となる 2 つの財ベクトル (x, y) を示すこととしょう。このような選好
関係の成立する集合をクで示めそう。したがって消費集合 Xが
Xcg, 
であれば，その要素間に選好関係を認めうるであろう。 (x,y)EfJ', x,yEXである x,y 
に対して x2;y(すなわち x~y であるがか団である場合）の時， x>-u であれば，選
好関係クは単調的であると言われる。すなわち数量的に大きいものを含む財ベクトルが
常に好ましいと考えられる選好を示している。財によっては必ずしも多いほうが望ましい
とは主張し得ないかもしれないが，通常の湯合に選好の単調性が満たされるのも明らかで
ある。これは飽和点の欠除とも考えられる。さらに選好は凸であるとする。 XEXに対し
て， {ulu~x. yEX)が凸集合である場合，選好は凸であると言われる。
定義 3 
あらゆる Jt:EX に対して集合 {YIY~Jt:. yEX}が凸であれば，選好は凸と呼ばれ， Jt:,
yEXに対して Jt:~リの時 O<.t<lであるスカラー入に対して .tx+(l-,l)y>-x,,lx十
(1-.l)Y>-Yであれば，選好は狭義の凸であると言われる。
ここでは選好は狭義の凸であると仮定する。次に (x,g)Eg>であれば，ここから選好
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指標関数 U を導きうることを示そう。
定義 4 
349 
効用指標関数 U とは”次元空間の 1点から 1次元空間の1点への点対点連続写像であ
って， x;;::-;y となる場合，その場合に限って u(x)~u(y) となるものである。
命題 1 
関数 u:=max{μ:μe冬r} (1) 
は選好指標関数である。ただし e=I 1, 1, …， 11 である。
証明
選好は単調であるから，もし µe~x1 であれば， ;xl と同じ無差別曲線上の点 ;xll を
選んで，µ竺;;xi' としうるであろう。また xl'~x2 を取り， µe:$立満足する h の集合
を N2,同じくμ の集合を Niとする。 Ni,N2 は勿論 R の部分集合であり， N1~N2
となる。 μ1=max{μ}, µ2=max{µ} とすれば， N1~N2 であるから， µ1~既となる。
戌 N1μ.EN2
すなわち xl:$x2 であれば u(xり~u(x2) となるから，したがって U は選好指標関数で
ある。
QED 
定義 4を満足する選好指標関数には数多くのものが考えられるが， (1)式はその 1
つに過ぎない。
2. 効用指標関数とニューメレール
議論を簡単にするために，生産は存在せず， l人の経済主体は初期保有量 wi(i=l,・・, 
I)を持って市場にあらわれ， 各自の選好にしたがって， その満足の最大化を求めて行動
するものとしょう。財貨およびサービスは n種類あり， xi,yiEXであって前者は第i番
目の消費者の需要を，後者は供給を示すとすれば超過需要がは
．．． 
z'=x'-g' (2) 
である。ここで財貨のうち第n番目のものはニューメレールと考える。貨幣の限界効用は
一定であるとよく仮定される。この貨幣がニューメレールのように，ある特定の財貨であ
った場合にも同様な主張は可能であるかを考察することとしょう。
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命題 2 
ニューメレールの限界効用は一定ではない。
証明
命題を証明するためにその逆を仮定しょう。そうすればニューメレールを含んだ選好指
標（効用）は
u=u(x1, x2, ・, Xn-1)+以~＂ (3) 
で示される。“”はニューメレールとして保有する財の量を示しており， l,Iは定数である。
消費主体は
n-1 n 
l: P'が+x,.=l::P;W;=W (ただし P,.=1)
i=l •=1 
(4) 
の制約の下に (3)を最大にする。入をラグランジュ乗数とすれば，その条件は次の式に
よって得られる。
,l=II 
au 
8功 ゆ戸0 (i=l, 2, …,”―1) 
(6)より
n-1 a2u a巧
工
J=l 8祁切8巧百W=O (i=l, 2, ・・, n―1) 
(4)より
図P;藷＋拘=1
を得るから U;~O. U;;~O より，連立方程式 (7), (8)の解は
亜； =O aw (j=l, 2, …,”―1) 
旦五-=1aw 
??????（（
(7) 
(8) 
(9) 
(10) 
でなければならない。これはすべての財貨に対する所得効果はゼロであり，所得の増加は
すぺてニューメレールとなって保有されることとなるので，一般に認めにくい条件であ
る。したがって，ニューメレールの限界効用は一定ではない。
QED 
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3. コアとワルラス均衡
需要関数はよく知られているように 0次同次関数である。消費主体 iの需要関数を
D;=D;(P1, 加，…， PmW) 
とし， P>Oを任意の正数とすれば，
D;=D;(PP1, PP2, ・・, PPn, PW) 
=D;(加， P2,…, Pm W) 
となって，すべての財貨の価格と所得が同じ比率で上昇しても需要量そのものには何の変
化も認められない。一方，生産に関しては第f番目の企業はどれだけの投入量を使用し
て，どれだけの産出量を生産するかを決定する。これを n次元ベクトル
が=IY{, Y{, …， Yt 1 
で示すこととしょう。ここで成分が正の符号を持っていれば産出量を，負の符号であれば
投入量を，またゼロであれば，この生産に全く関係のなかった財貨と考えることが出来よ
う。このがの生産可能なものの集合を Yで表わすこととしょう。このような生産ベク
トルをアクティヒ｀イティと呼ぶこととする。生産のアクテイビイティは 1つではないから
集合 Yは多くの点を含むことになる。 ここで Yは規模に関して報酬不変の仮定を満足
するものとしょう。したがって yf巴Yであれば，任意の非負の有理数 tに対して ty=
1 I Yl, Y2, …， Yn I = I ty1, ty2, …tyn I EYが成立する。 yEYが生産可能であれば，そ
の点と原点0とを結ぶ直線上の点はすべて生産可能となる。また生産主体は全く何も生産
しない場合が考えられ，産出量も投入量もゼロとなる可能性を含んでいなければならない
から， Yは原点 0を含んでいなければならない。したがって次の仮定が成立する。
仮定T-1
OEY 
ある財貨を生産する方法は 1つとは限らずいくつもの方法が可能であり，また1企業の
中で，これらの生産方法を平行して活動させうるから，
仮定T-2
氏j,Y;n巧=0となる 2つの生産可能集合に対して， (~ 叶巧）~y 成立する。また
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これを一般化して
k 
工Yぷ Y
i=l 
となる。
仮定T-3
Yは閉の非凹集合である。
生産のアクテイビイティを逆行させて，産出物から投入物を取り出すことは出来ない。
すなわち
仮定T-5
Yn(-Y)=O 
アクティヒマティの中に投入があっても全く産出物を生み出さない処分アクテイビィテ
ィを認めると集合 Yは大きく拡がって非正n次元象限 R竺も含むこととなる。
仮定T-6
Y~R!'. 
さて，生産においては，何らの投入をせず，産出物のみを得ることは出来ない。したが
って生産ベクトル Uのすべての成分が正ではあり得ないこととなる。正象限を 9で示せ
ば，このいわゆる「桃源郷の不可能性」は次の仮定で表現される。
仮定T-7
定義 5 
YnQ=<f> 
YnR-1!=0 
集合 H は {zjzERn,pz=ct, ct巴R)で示される集合であって，超平面と呼ばれる。た
だし P はこの超平面に対する法線ベクトルである。
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Yには正象限を全く含まないから，原点 0を通って，その片側に Yを，またその反
対側に既を含むような超平面を引くことが出来る。すなわち，このような超平面に対し
て，
{y IP·Y~O. yEY) 
とすることが出来る。ここで p~O である。もし p=O であるならば g がどんな値を取
っても py=Oとなってしまい， p<Oであれば ZE[Jに対しても pz<Oとなり，ここで
の超平面の定義に反するからである。したがって，少なくとも p20となる。産出量が正
の， また投入量が負の符号を持っていることを考慮すれば，利潤冗は py~O とならざ
るを得ない。だから仮定 Tを満たす生産集合 Yに所属するリ対して，最大利潤は
py=O 
となる。この利潤は消費主体に配分されるものと仮定する。
さて，総供給は生産主体によって生産される産出量 g と， 各消費主体が保有する初期
保有量 W によって決定されるから，
y+w 
となる。したがって超過需要関数は
z=x-y-w 
となる。消費主体 hが生産主体 iから受取った利潤の割合を SHIとすれば Eshi=lと
h 
なる。消費主体は PW十冗shだけの所得を得る。ただし元は生産主体の利潤ベクトル
冗=I 1:1, 冗2,・・，冗kj であり， 砂=I sh1, sh2, …, shk j は利潤分配ベクトルである。
したがって家計は
px~pw+p冗sh (11) 
の条件の下に U を最大にしょうとする。選好は単調であって消費量の大きいほど高い選
好指標が得られるから，等号を得ることになり， py=Oであるのを考慮すれば，
pz=O 
（ただしzは超過需要）となりワルラス法則が得られる。以上から明らかなように， zは
” P に関して零次同次関数であるから P のすべての成分に 1/I::P; を掛けて価格ベクトル
i-1 
P をシンプレックス 8 の要素と作り換えても議論全体には何らの変化も必要ではない。
以後，特に断わらない限り価格ベクトルはシンプレックスの要素であると考える。さてこ
こで超過需要関数の4つの性質をまとめておこう。
(1) 連続的。
これは全く技術的な意味しかなく，経済的な意味は希薄である。
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(2) 零次同次。
(3) ワルラス法則を満足する。
(4) ニューメレールに対しては p,.=Oの時， z,.(p)=ooである。
これはニューメレールの使用可能量に限界を感じさせないと言う仮定の確認であ
る。
さて，このような超過需要関数の下に，もし経済主体が正の初期保有量を持つならば，
経済ヽ(9',W)に競争均衡が存在することを示めそう。
定義 6 
z(p);;;oの成立する場合を競争均衡と言う。
このような超過需要関数の均衡を証明するに先立って， 1つの重要な補助定理を示して
おこう。
補助定理（プラーワーの不動点定理）＊
P→ ,f(p)が閉シンプレックス S からそれ自身への連続点対点写像であるとしょう。 そ
1 
f(p) 
? ー? ? ?
図3
＊証明は〔1〕，〔8〕等を参照。
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うすれば f(p)は不動点，すなわち p=f(p)を持っている。
この定理の意味は次のように解釈しうるであろう。図3は一辺を 1単位とした正方形で
あり，したがって各辺はシンプレックスの軸である。横軸の各点から縦軸方向への点対点
写像を考えれば，これは少なくとも 1度は対角線を切ることを意味している。これは左の
縦軸の任意の 1点を出発点として，後にもどらないようにして右側の縦軸の任意の 1点に
到達する曲線を描いた場合，対角線と交らないものを引けるかと言うのと同じである。勿
論答は Noであって， 1次元の場合にはこの定理が正しいのが簡単になっとくが出来る。
定理 1 (ワルラス均衡の存在）
初期保有量が正である経済には競争均衡が存在する。
証明
z(p)~O となるような P が存在することを示せばよい。もしここで z が均衡にない場
合には P が不均衡を調整するように変化する関数を作り，均衡ではP は変化せず，その
関数の不動点であることを示せばよいのである。まづ
,fr;(p) =1-
l+max 〔街(p),0〕
(12) 
とする。 z;>Oの場合は max〔街(p),0〕＝街(P)>Oとなり， o<ll{l+max 〔街(p),0〕}
<1となる。したがって ,fr;(p)はろが大きくなるほど大きくなるが， 1を越えること
はない。街=Oの場合は max〔街(p),0〕=O となり， ,fr;=Oであり，街<oの場合も同
じ結果が得られる。すなわち経済が競争均衡にある限り， ,fr;=Oとなる。次に
¢;(p)= 柘+,fr;(P)
1十,fr(p)e
(i=l, 2, …, n) (13) 
とする。 ここで ,fr=1 ,;,1 1P'2, ・・・，少nI , e = I1, 1, ・， 11であるとする。 z;;;;oであ
れば炒;=Oであって rp(p*)=p*となって¢ の不動点が得られる。一方 z;>の場合に
は O<,Jr;<lであって ,fr(p)e>oとなり
:E 
n p叶 ,fr;(P)
i=1 1十,fr(p)e=1 
となるから¢=!出，如，…，如 Iとおけば¢ もまたシンプレックスの 1要素である。¢
はシンプレックスの1要素である Pから， 同じシンプレックスの中の要素への写像と言
うことになる。 したがって， 不動点定理により ¢:p*→P*となる点が必ず存在する。ま
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たワルラス法則により
p*z(p*)=O (14) 
が成立する。しかるに P*:e:Oであることを考慮すれば， Z;(P*)>Oの場合は¢、>oとな
り， P;*>o にならざるを得ない。また Z;(P*)~O の場合は ,fr;=O となり， p、~o とな
る。さて z の第 i 成分が正であり他は Zk~O であるとする。 そうすると rf,k=~ 了
であり， rf,kくれとなり． このような点は不動点ではあり得ない。 したがってすべての i
に対して Z;~O となる点で rf,(p) は不動点を得る。 しかるに z~O は定義によって均衡
点である。したがって不動点の存在は均衡点の存在を意味する。
QED 
系
経済には均衡ニュメレール価格が存在する。
証明
第 n財をニュメレールとして選べば，
j P1*/Pn, P*2/Pn*, …, P*n―1/Pn*, 1 I 
がニュメレールによって測定された相対価格である。 Pn*ですべての価格で割って意味あ
るものとするには Pn*~O となることが保証されていなくてはならない。もし P丼=O で
あれば， 0 で割ることは不可能であるからである。したがって加*~O であることを証明
するために，まづその逆を仮定して Pn*=Oと置こう。そうすればニュメレールの仮定に
よって Zn(P*)=ooとなる。 これは明らかに Zn~O ではないので， このような超過需要
量を含むベクトルZは定義にしたがって均衡量ではない。これは P*が均衡価格であるの
と矛盾する。したがって Pn*キ0である。次にこの価格がやはり均衡価格であることを示
めそう。 /J*:=I P1*/加*,・・, Pnー1/Pふ 11とおけばがは均衡価格に 1/P霧*>Oを掛け
て得られたものである。 zの零次同次性より， z(p*)=z(p*)となり， zは均衡量であり，
Pは依然として均衡価格である。
QED 
一般均衡の概念はワルラスを出発点として展開されてきたものであるが，一方エッヂワ
ースは個人間の協力によって交換を行い，その配分の選好水準を高めて行き，参加する経
済主体の数が増加して行くにしたがって，やがて競争均衡に収束することを予想した。こ
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こでは先に解明した個々の主体がただ価格を通じてのみ相互に関連し，交換が進められて
行く場合と，結託によって出来たグループ内で，ある比率で交換を行い，あるバレート最
滴に達する場合，すなわち経済のコアとの関連を考えてみることとしょう。鏃論を簡単に
するためにまず生産を除外して交換を考え，後でこれを導入する。
定義 7 
経済主体の結託とは主体全体の集合 Nの部分集合であって，ここでは Tで示される。
Tの主体に対するある配分 xiに対して，次の条件を満足する他の配分xi'がある場合，
改善の余地があると言われる。すなわち
(1) :E xi'=:E wi (feasibility) 
iET iET 
ただし， wiは消費主体 iの初期保有量である。
(2) Tに所属しているすべての iに対して x竹とぷ（年T)であり，少なくとも 1
つの iに対しては狭義の選好関係が成立する。
第1の条件は配分 xiが消費可能であるか否かを示したものであって，財貨が市場に存
在する量を超えて消費出来ないのである。
定義 8 
経済ぶ(fP,w)のコアは c(ぶ）で示され，どんな結託を結んでも，もはや改善の余地
のないすべての配分の集合である。
配分がコアにないならば，適当な結託を結び，その結託内で適当な比率で交換を行うこ
とにより，より高い選好水準に到達することが出来る。ここで注意すべきはコアがパレー
ト最適の部分集合である点である。
定理 2 
(x*, p*)が経済ぶ(&>,w)の競争均衡であるならば， x*はコアに所属する。
証明
定理を証明するために，その逆を仮定しょう。 x*はコアに所属していないから，
xi'>-ぶ* iET (15) 
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であってかつ
ェ砂=l:wi
iET iET 
でありコアに所属している配分 xi'が存在する。しかるに均衡では定義により
が =x*i-w•;;;;;o
であり， Minkowskiの分離定理によって，非正象限に所属する zに対して
pz~O 
となり， P20となる価格ベクトル Pが存在する。選好の単調性により
pぶ'>px;*
となる。
:Epxi'>工pxi*=:Epwi 
iET iET iET 
(16) 
(17) 
(18) 
(19) 
したがって x'はコアに所属しない。このことは x*がコアに所属することを意味する。
QED 
さて，経済全体から選好と初期保有量の全く等しい消費主体を選んで1つのグループを
作り，これを同じタイプに所属する消費主体と名付けよう。
命題 3 
同じタイプに所属する消費主体がコアに所属する場合，その配分はすべて等しい。
証明
命題を証明するために逆を仮定しょう。そうすると，同じタイプに所属している消費主
体のうち少なくとも 1人は同じ配分を受けていない。 K番目の消費主体がそうであり，他
の消費主体と比較して
xi2:;xk i=l, …， l, i~k 
であるとしょう。ここでそのタイプに所属するすべての消費主体l人の配分の凸1次結合
を作れば，選好の狭義の凸性より
であり，
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I 
I; d;xi>-xk 
i=1 
I 
~xi=/wi 
i=l 
であるから
l 
凶；；；0, ~ 凶=1 (20) 
i=1 
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品年=lD贔 (21) 
とすることが出来る。したがって，エ <t;x'=x"' は feasible であり• x"よりも選好水準
は高い。結託内の取引によりこのような配分に到達するのは可能であるから，メはコア
に所属していない。これは XKがコアの点であるのと矛盾する。したがって同じタイプに
所属する消費主体の配分はすべて等しい。 QED 
命題 4 
結託に参加する人数が増加するにしたがって，コアは縮少するか，少なくとも非拡大で
ある。
証明
同じタイプに所属している経済主体に対する配分はすべて等しい。そこで2財貨2クイ
プの消費主体の場合には，エッヂワース＝ボーレイ boxdiagramを使用することが出来
る。図4において，契約曲線上の点はすべてパレート最適の集合を示している。何故なら
ば，もしこの曲線上の点に交換の後到達するならば，その点から，どちらに動いても他の
人の経済状態を悪化させずに他の人の状態を良く出来ないからである。”を初期保有量を
示すものとすれば，経済 C(fJ', w)のコアは，契約曲線上で初期保有量と同じ選好水準か
それ以上のものを持っている集合であるから，曲線ABで示される。さて消費主体が各タ
イプから 1人づつが結託を結び自由に交換を行うとしょう。そうすれば曲線ABに所属す
? ー
02 
1 
2↓ ~Ll-~ +2 
Jt / I w ヽ +3 
4 
゜0. 751 2 3 4 5 図4
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る，いずれかの点で交換が成立するであろう。もしAB以外の点であれば初期保有量から
得られるものよりも選好水準が落ちるから，いずれかの経済主体が交換を行うことを拒否
するであろうからである。 この場合タイプIに所属する消費主体は I 1,2 I, タイプ1
に所属する消費主体は H, 21 の配分を受け取ることとなったとしょう。ただし初期保
有墓はタイフ゜ IではIo,4 I,タイプ1では Is,o Iとなっている。したがって
I:+ :¥=ごI:I=¥ : +¥:I 
であって，この配分は feasibleである。この点は図では点Aで示されている。 さて，こ
の結託の中にタイプIに所属する消費主体がもう 1人参加したとする。彼の初期保有量は
Io, 4 Iである。この場合点Aは，もはやコアに所属しないのを証明しょう。さて，消費
主体恥はこの結託の中で， WAを結ぶ直線上で自己に最大の選好水準を与える点Cを
得たとしょう。その結果は 1に属する消費主体はWCの％の点Dで示される量をそれぞれ
消費することとなる。タイプIに所属する 2人の消費主体が互いに同じ財貨の量の組合せ
を消費するのは命題3によって保証されている。また，この場合財の供給は
:+1:+1:=: 
であり，また財貨に対する需要は
[ :51HI: :5 Hl3~511 = I二I
点D 点D 点c
となる。だから点DおよびCは feasibleである。 また，この3点は点Aよりも 3人の消
費主体にとって高い選好水準にある。何故ならば，点Aでは直線WAは両方のタイプの主
体の無差別曲線を切っており，選好は狭義の凸状性を満足しているからである。したがっ
て点Aは改善可能であってコアには属していない。このようなプロセスは曲線AB上の点
と点Wとを結ぶ直線上の点Dに相当する点が，曲線AB上の点を通る無差別曲線上にくる
まで続けられる。ここでは，もはやこの結託では，同じような方法で改善しうる点を見出
すことは出来ない。
曲線AB上の競争均衡点以外の点と初期保有量を示す点Wとを結ぶ直線は必ず曲線AB
のW側ではタイプIに所属する消費主体の無差別曲線を切り，また反対側ではタイプ1に
所属する消費主体の無差別曲線を切っており，その交点は競争均衡点に近づくほど，やは
り均衡点に近づいてくる。タイプIに消費主体が3人，タイプ1に消費主体2人の5人で
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結託が行われた場合
D'=上w+旦C'
3 3 
（ただし C',D'はそれぞれ3人経済でのC,Dに対応する点）であり，
D'>-A' 
361 
となる。これを一般化し， C(I) がタイプIに所属する消費主体が点Cで保有する財貨
ベクトルを示し， CCII)はタイフ'Iに所属する消費主体のそれであるとすれば
D(V)=上W(I)+~C(I)
D(V)>-A(V) 
である。したがって ACv)はコアに所属しないことになる。ただし V は結託に所属して
いるタイプIの消費者の数であり， タイフ,Iは (vー 1)人であるとする。次に D(v)が
feasibleであることを示めそう。
11D(v) + (n-l)C(II) 
=W(I)+(11ー l)C(I)+(11ー l)C(II)
=W(I)+(11ー l)(C(I)+C(II))
=WC I)+(11ー l)(W(I)+W(II)) 
=vW(1)+(11ー l)W(II)
したがって点 D(v)は feasibleである。このように各タイプに所属している消費主体
の数が増加するにしたがって D(v)は次第に競争均衡点に近づき，コアは遂には均衡点に
収束する。さて，タイプの数がμ で各タイプに所属する主体の数を I とすれば，コアに
所属する配分は次のマトリックスで示しうる。
lix1. …， x1, x2, …, x2, …，迂，…，迂 I
. . .. . . . .. 
リ個 y個 y個
あるいは簡単に
lx1. x竺…，ぷ'IEC(ぷ，り
として示しうる。タイプKに主体が追加されれば，そのグループの中に異なる配分を持つ
こととなり，命題3により， 他の配分のほうが全主体にとって有利なものが， C(ぷ， l)
の中の要素に生ずる。このようにして，古いコアの中の1部分が取り除かれることとなる。
したがって
CC な，リ十l)~C( ぷ， 11)
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となり，主体の数が増加するにしたがってコアは収縮する。
QED 
最後に生産が加わる場合，消費可能集合は
I . k • I . 
工ゞ=i: y'十工w'
i=l i=l i=l 
と拡大し，議論はバラレルに進行する。
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